
（注）1

2

3

（３）特記事項　　なし

（注）1

2

3

（単位：円）

403,700309,900 357,200

６級

367,200

460,300

５級

　「参考値」は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定特例法による措置がないとした場合の値で
す。

１号給の給料月額

最高号給の給料月額

289,700

３級 ４級

244,100 391,200

135,600 185,800 222,900 262,300

（４）ラスパイレス指数の状況　（各年４月１日現在）

102

　職員手当には退職手当が含まれていません。

　職員数は、平成23年4月1日現在の人数です。

　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したもの
です。

5,69944,536 138,974

一人当たり
給与費Ｂ/Ａ

給　与　費

千円 千円

581,286397,776

期末･勤勉手当

(参考)類似団体平均
一人当たり給与費

　職員数には、水道課職員、国民健康保険・国民年金担当職員、介護保険担当職員は含まれません。

計　　Ｂ

千円 千円

5,485

千円
23年度

人 千円

　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数
です。

１級

％

945,9074,231,191 259,823

千円 ％

区分
職員数

Ａ 給料 職員手当

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

千円

（23年度末） Ｂ

人

Ａ

12,646
23年度

実質収支

１　総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）
（参考）

22年度の人件費率Ｂ／Ａ

人件費住民基本台帳人口 歳出額

平成２４年度越生町の給与・定員管理等について

23.2

人件費率

千円

22.4

区分

２　一般行政職給料表の状況（平成２４年４月１日現在）

２級

（H19）
90.7

（H19）
93.1

（H19）
93.9

（H24）
101.6

（H24）
102.6

（H24）
103.3

（H24）

※参考値

93.9

（H24）

※参考値

94.8

（H24）

※参考値

95.5

80

85

90

95

100

105

越生町 類似団体平均 全国町村平均
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44.7 歳 円 円 円

43.8 歳 円 円 円

42.8 歳 円 円

42.4 歳 円 円 円

44.6 歳 円 円 円

（注）1

2

3

4

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注） 

平均給料月額

326,400

349,468

　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額」（国ベース）の括弧書きは、給与改定特例
法による措置がないとした場合の値（減額前）です。

平均給与月額

304,944（329,917）

　「平均給与月額」とは、給与月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当など
の諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。
　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当
等の手当が含ませていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

　一般行政職には、保育士、保健師、税務職員、水道課職員、教育委員会指導主事を含まないものです。

325,900越生町

区分 平均年齢 平均給料月額

（注）　国家公務員欄における括弧書きは、給与改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）で
す。

平均給与月額
（国ベース）

平均年齢

②全職員

国

①一般行政職

埼玉県

越生町

355,228

平均給与月額
（国ベース）

364,910

類似団体

経験年数20年

　なお、経験年数10年及び15年（高校卒）については、該当者がいないため記載していません。

区分

140,100

302,000

133,418（140,100）

286,800

　勤続年数10年は10年以上15年未満、15年は15年以上20年未満、20年は20年以上25年未満の職員を記載
しています。

（２）職員の初任給の状況（平成２４年４月１日現在）
国

　「平均給料月額」とは、平成２４年４月１日における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

埼玉県

357,363

396,263

372,906（401,789）

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

178,800

区分

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２４年４月１日現在）

区分

172,200 163,987（172,200）

越生町

311,940 336,203

300,100

大学卒 345,300

大学卒

高校卒
一般行政職

経験年数10年 経験年数15年

144,500

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２４年４月１日現在）

－高校卒 －
一般行政職

365,494

440,086

－

354,001

平均給与月額
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（注）1

2

（注）

％

平成１８年に６級制から５級制に変更後、平成２０年に５級制から６級制に変更しています。
（平成２０年変更点：旧給料表の４級を５級とし、５級を６級とし、３級の次に４級を加えました。）

　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

　越生町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

32 38.1
３級 主査の職務

人

7.16

18 21.4

人
課長補佐・主幹の職務

（２）昇給への勤務成績の反映状況

　平成１８年度より職位評価、業績評価、勤務評定要素基準評価を実施し、過去1年間の勤務成績を1月の定期
昇給に反映しています。評価は、Ａ極めて良好、Ｂ特に良好、Ｃ良好、Ｄやや良好でない、Ｅ良好でないの５
段階でおこなっています。

１級 主事の職務

標準的な職務内容 職員数 構成比

9 10.7

％

４級 主席主査の職務
人

人

５級

６級 課長・局長の職務

％

２級
11.9

％

主任の職務

（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成２４年４月１日現在）

４　一般行政職の級別職員数等の状況

区分

人 ％

10

人

％

9 10.7

１級

10.7%

１級

9.5%
１級

6.6%

２級

11.9%
２級

10.7%

２級

30.8%

３級

38.1%
３級

39.3%

３級

31.9%

４級

7.1%
４級

9.5%

４級

20.9%
５級

21.4%

５級

20.2%

５級

9.9%

６級

10.7%
６級

10.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２４年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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1人当たり平均支給額（23年度） 1人当たり平均支給額（23年度）

千円 千円

2.60 月分 1.35 月分 2.60 月分 1.35 月分 2.60 月分 1.35 月分

(1.45) 月分 (0.65) 月分 (1.45) 月分 (0.65) 月分 (1.45) 月分 (0.65) 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注） 

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

千円

（注）1

（注）2

％ 人 ％

千円

千円

千円

千円

27,792

1,669

勤続20年 23.50 30.55

職制上の段階、職務の級等による加算措置

自己都合 勧奨・定年

役職加算　  　5％～20％

職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算　　5％～15％

　（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。しかし、対象者は現在おりません。

（支給率） （支給率） 自己都合 勧奨・定年

越生町

管理職加算　 20％～25％

（１）期末手当・勤勉手当

５　職員の手当の状況

（22年度支給割合）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

勤勉手当

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況

埼玉県越生町 国

1,340

期末手当

（22年度支給割合）

期末手当 勤勉手当勤勉手当

33.50

47.50

59.28

職員1人当たり平均支給額（23年度決算）

23.50

59.28

勤続25年

勤続35年

41.34

勤続20年 30.55

（３）地域手当（平成２４年４月１日現在）

支給実績（22年度決算）

定年早期退職加算措置（2％～20％）

最高限度額

　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。

　越生町は、埼玉県市町村総合事務組合に加入しており、支給率については同組合の条例に基づくもの
です。

47.50 59.28

59.28 59.28

その他の加算措置

8,469

103

支給実績（23年度決算）

1人当たり平均支給額

その他の加算措置

定年早期退職加算措置（2％～20％）

（４）特殊勤務手当（平成２４年４月１日現在）

59.28

最高限度額

勤続35年

町内 0 0 0

支給対象地域 支給率 支給対象職員

（５）時間外勤務手当

職員1人当たり平均支給額（22年度決算）

8,950

116

勤続25年 33.50

（22年度支給割合）

役職加算　  　5％～20％

管理職加算　 10％～25％

期末手当

国

　平成１８年度より職位評価、業績評価、勤務評定要素基準評価を実施し、6月1日、12月1日を基準日とするそ
れぞれ基準日前半年間の勤務成績を6月・12月の勤勉手当に反映しています。評価は、Ａ極めて良好、Ｂ特に良
好、Ｃ良好、Ｄやや良好でない、Ｅ良好でないの５段階でおこない、評価により一定金額を加算又は減額して
います。

41.34

（２）退職手当（平成２４年４月１日現在）

－

平成２２年４月１日から国の設定にあわせ、支給率を０％としました。

全ての特殊勤務手当を廃止しました。

国の制度
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千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

－ －

1,093

92,134

421,875

2,947 56,533

5,166

12,418

管理職手当

課　　長　　50,000円
局　　長　　50,000円
参　　事　　40,000円
課長補佐　　30,000円
主　　幹　　25,000円

異 12,840
職位区分ご
との支給額

同通勤手当

年末･年始の
加算措置

休日勤務手当 時間外勤務手当による －

日直手当

日額4,200円(年末･年始の
み加算措置、1月1日8,000
円、12月31日･1月2日･3日
6,000円、12月29日･30日
5,000円

異

交通機関（電車等）利用者
は運賃相当額（原則６か月
分を年２回支給）
交通用具（自動車等）利用
者は距離に応じた額（2キ
ロメートル以上）

支給職員1人当たり
国の制度と
異なる内容

（６）その他の手当（平成２４年４月１日）

手当名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

支給実績
（23年度決算）

（23年度決算）

配偶者13,000円、配偶者以
外扶養親族1人につき6,500
円
特定期間のある扶養親族と
しての子のついては、
5,000円を加算

13,217 248,821

平均支給年額

扶養手当 同

住居手当

借家等居住者は家賃に応じ
て支給（最高限度27,000
円）、持ち家居住者4,500
円

異
持ち家居住
者への支給

管理職手当の支給を受ける
職員が公務の運営の必要に
より週休日又は休日に勤務
した場合

異
割増しとな
る勤務の従
事時間数

10,094
管理職員特
別勤務手当

323

5／9



円 円 ／ 円

（ 円）

円 円 ／ 円

（ 円）

円 円 ／ 円

（ 円）

円 円 ／ 円

（ 円）

円 円 ／ 円

（ 円）

月分

月分

円

円

（注）1

2

（注）1

2

給料月額等

（参考）類似団体における最高／最低額

給
料

507,500

404,600
副 町 長

586,400

733,000

議 長

副 議 長

議 員

区分

町 長

区分

　退職手当の「１期の手当」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）
勤めた場合における退職手当の見込額です。

７　職員数の状況

685,000

　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。

585,200

616,000

６　特別職の報酬等の状況（平成２４年４月１日現在）

855,000

報
酬

期
末
手
当

3.85

（23年度支給割合）

340,000 174,000

320,000 155,000

退
職
手
当

議 長

副 議 長

議 員

町 長

副 町 長

平成23年

　［　］内は、条例定数の合計です。

408,000 218,000

部門

7,140,672 退職後給料月額×勤続期間月数×21/100×115/100

職員数

297,000

－

227,000

－

214,000

－

（算定方式）

3.85

給料月額×勤続期間月数×35/100×115/100

（1期の手当額）

14,161,560

（23年度支給割合）

議 会 2

（支給時期）

退職後町 長

副 町 長

備 考

平成24年

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

普
通
会
計
部
門

6

教育部門

0

対前年増減数 主な増減理由

総 務

税 務

0

▲ 1

31

9

7

　システム導入による減

31

10

　観光業務の拡充を図ったことによる増

20

1

▲ 1

1

4

07

　定年退職による減

　小中学校の改修事業が終了したことによる減

－ －

7

19

　職員数は一般職に属する職員数であり、教育長を含みます。

　人口１万人当たりの職員数　　80.66人

（類似団体の人口１万人当たりの職員数 104.37人）

〈参考〉

89 0 　人口１万人当たりの職員数　　70.38人

（類似団体の人口１万人当たりの職員数　83.43人）

102

13

103

一
般
行
政
部
門

14

衛 生

計

2

民 生

商 工 3

農林水産

小　　計

土 木

▲ 1

3 3 0

10

89

消防部門 －

0

8 7公
営
企
業
等

会
計
部
門

国民健康保険

国民年金

介護保険

17 16

4 4

水　　道

2

小　　計 ▲ 1

2

　産後休暇中の代替による増

▲ 1

0

〈参考〉

10

(各年４月１日現在）

0

▲ 1

　システム導入による減

〈参考〉

　人口１万人当たりの職員数　　93.31人
120 118

［169］ ［169］
合　　計

▲ 2
［0］
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20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳
～～～～～～～～～～

23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

（注）

年度

部門別 増減

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数であり、教育長を含みます。

1317 16 15 14

89 89

（３）職員数の推移

一般行政 95 93 94

区分
20歳
未満

（２）年齢別職員構成の状況（平成２４年４月１日現在）

職員数
0 2 3 6 12 11721 10 1616

計

人　

60歳
以上

0

（単位：人・％）

平成２２年 平成２３年 平成２４年

21 10

　教育長は含みません。

103 102 ▲ 10112 109 109 107

128 127 126 124

91

16

17 1616 18 17 17

総合計

平成１９年 平成２０年 平成２１年

教育

普通会計計

公営企業等
会計計

120 118 ▲ 10

▲ 4

▲ 6

0

▲ 8.9%

0.0%

過去５年間の増減

▲ 7.8%

▲ 6.3%

▲ 23.5%

率

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

20%

構成比

５年前の構成比
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①

（注）1

2

②

歳 円 円

歳 円 円

（注） 

③

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（注） 

→　５（２）を参照

％ 人 ％

千円

千円

千円

千円

（注）　

８　公営企業職員の状況

千円

一人当たり
給与費Ｂ/Ａ

(参考)市町村平均
一人当たり給与費

（１）水道事業

職員給与費

Ｂ

23年度

6,043 6,350

　（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。しかし、対象者は現在おりません。

48,345

　職員数は、平成２４年３月３１日現在の人数です。

46.4

平均年齢

23年度
千円

職員給与費の状況
ｱ　決算

区分
総費用

Ａ

純損益又は実質収支
総費用に占める
職員給与費比率

Ｂ／Ａ

（参考）
22年度の総費用に占
める職員給与費比率

千円

48,345

％

17.4278,052

千円

△ 7,725

千円 ％

17.9

基本給 平均月収入

給　与　費

給料 職員手当 期末･勤勉手当 計　　Ｂ

千円 千円

10,584

　職員手当には退職給与金を含みません。

31,270 6,491

千円千円

団体平均 358,043 528,316

区分

区分
職員数

Ａ

人

8

職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２４年４月１日）

越生町

1人当たり平均支給額（23年度）

水道事業

359,671

職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

532,583

45.4

　平均月収額には、期末・勤勉手当を含みます。

越生町

千円

期末手当 期末手当

1,323

勤勉手当

1人当たり平均支給額（23年度）

(1.45) (0.65)(1.45)

1.35

(0.65)

13,396

（23年度支給割合）

勤勉手当

千円

（23年度支給割合）

イ　退職手当

ウ　地域手当（平成２４年４月１日現在）
支給対象地域 支給率

2.60

　職制上の段階、職務の等級による加算措置

（加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の等級による加算措置

2.60 1.35

345

支給実績（23年度決算） 2,320

職員1人当たり平均支給年額（23年度決算）

（加算措置の状況）

464

支給実績（22年度決算） 1,726

オ　時間外勤務手当

全ての特殊勤務手当を廃止しました。

　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

エ　特殊勤務手当（平成２４年４月１日現在）

職員1人当たり平均支給年額（22年度決算）

平成２２年４月１日から国の設定にあわせ、支給率を０％としました。

支給対象職員 国の制度

町内 0 0 0
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千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

270 33,775

カ　その他の手当（平成２４年４月１日現在）

（23年度決算）

1,969

内容及び支給単価
一般行政職
の制度との

異同

同

住居手当

手当名

扶養手当

配偶者13,000円、配偶者以
外扶養親族1人につき6,500
円
特定期間のある扶養親族と
しての子のついては、
5,000円を加算

同

交通機関（電車等）利用者
は運賃相当額（原則６か月
分を年２回支給）
交通用具（自動車等）利用
者は距離に応じた額（2キ
ロメートル以上）

同

一般行政職
の制度と異
なる内容

休日勤務手当 時間外勤務手当による －

日直手当 同

－

管理職員特
別勤務手当

管理職手当の支給を受ける
職員が公務の運営の必要に
より週休日又は休日に勤務
した場合

日額4,200円(年末･年始の
み加算措置、1月1日8,000
円、12月31日･1月2日･3日
6,000円、12月29日･30日
5,000円

－

185 61,666同

－

管理職手当

課　　長　　50,000円
局　　長　　50,000円
参　　事　　40,000円
課長補佐　　30,000円
主　　幹　　25,000円

同

借家等居住者は家賃に応じ
て支給（最高限度27,000
円）、持ち家居住者4,500
円

通勤手当

420,000

－

281,285

486 97,200

1,260

支給実績
（23年度決算）

支給職員1人当たり

平均支給年額
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